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都市ごみの広域処理に関する最適化分析
一東京都多摩地域のケーススタディー
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要約
本論文では、都市ごみの広域処理に着目し、ごみ輸送の効率性に関する検討を行うと共
に、集約化された各区域内で選択すべき処理シナリオの組合せに関する最適化分析を試み
た。広域的な処理に伴う経済的な効率化を把握するため、費用関数の作成を行った。また、
複数の地区を集約化の中核(コア地区)に統合・再編する地区間の組合せ(集約パターン)の
設定方法を考案し、 158通りに及ぶ集約パターンに対して建設費、処理費及び収集費に関す
る試算を行った。収集費は建設費及び処理費に比べ、その取り得る値に大きな変動が見ら
れることから、地区集約の組合せによる影響を大きく受けることが推察された。さらに、
ごみ輸送の効率性に着目し、収集費の安価となる場合と、高価となる場合を取り上げ、両
者の特徴を考察したところ、収集負担(収集量及び面積)を地域全体で均等に負担するよ
うな集約パターンの組合せが、ごみの収集効率を高める上で望ましいことが示唆された。
最後に、地域全体のごみ処理費用を最小化する集約パターンの組合せと、各々の集約パ
ターン内で選択すべき処理シナリオを同時に決定するための最適化モデルを適用した。本
論文では、経済性のみならず、環境性も考慮に入れた広域処理を検討するため、埋立処分
量の削減目標レベルに応じながら、全体コストの最小化を実現する処理シナリオの組合せ
最適化を行っている。
市東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻
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1 .はじめに
都市における最も身近な環境問題の一つに廃棄
物問題が挙げられる。廃棄物に関わる問題には、
ごみの処理・処分に伴って発生するダイオキシン
類等の削減をはじめとした環境保全のほか、最近
では最終処分場等の施設立地をめぐる地域住民と
の交渉問題も深刻化している。
都市で発生する一般廃棄物(以下、「ごみ」と
言う)の処理・処分を担う多くの自治体では、
「資源循環型社会」を実現するための具体的な取
り組みとして、ごみの再利用・資源化を促進する
と同時に、より高度な環境保全対策を図ることが
求められている。しかし、新たなごみ処理体制の
整備・拡充は、ごみ処理事業に係る経費の増加を
もたらし、自治体の財政を大きく圧迫する要因の
一つになっている。リサイクル及び適正処理体制
を構築することは、自治体行政における重要な政
策課題であることは言うまでもないが、今後の少
子高齢化による財政難等を考慮に入れた場合、自
治体単独でのごみ処理・処分が、必ずしも望まし
い方法とは限らない状況にある。
こうした課題を克服するため、隣接する市町村
等が互いに連携し、共同でごみ処理事業に取り組
む「ごみ処理の広域化」が検討されている人こ
の広域化の利点は、処理施設を集約して整備する
ことにより、建設費用の大幅な縮減や、効率的な
再資源化(マテリアルリサイクル)、熱エネル
ギーの有効利用(サーマルリサイクル)等が可能
となる点である。一方、欠点としては、ごみ輸送
に係る費用の増大化や、地域問での合意形成の困
難さ等が挙げられる。特に、ごみ輸送の効率化は、
資源分別収集の進展に伴うごみ収集・運搬の負担
増を勘案すれば、今後の重要な検討課題のーっと
して位置付けられる2-4)。
したがって、広域化計画の策定に当たっては、
ごみ輸送の観点から適切な集約規模を決定すると
同時に、より高度な処理技術の導入、或いは資源
物回収を考慮に入れた新しい処理体制の構築に対
し、どのような処理方式・形態(処理シナリオ)
を組み合わせるのが最も望ましいかを的確に判断
する必要がある。
そこで本論文では、ごみ処理の広域化における
ごみ輸送効率と処理シナリオの組合せに着目し、
東京都多摩地域を対象とした事例研究を試みる。
以下、 2.では、多摩地域におけるごみ発生量を
把握し、ごみ質(種類別組成)を考慮したデータ
分析を行う。 3.では、ごみ処理の維持管理に要
する費用を収集、処理、処分の3部門に整理・配
分し、統計資料に公表された費用データの編成を
行う。また、部門別の費用の内、処理費及び収集
費に関する費用関数を回帰分析により推定する。
4.では、地区の集約化とごみ輸送効率の関係に
着目した検討を行う。具体的には、まず分析に用
いるモデル地域を選定し、地区の統合・再編化に
よって考え得る様々な組合せ(集約パターン)を
体系的に設定し、各々のごみ処理費用を各費用関
数より試算する。さらに、ごみ輸送の効率性につ
いて経済的な視点から分析するため、収集費の最
も安価となる場合と、最も高価となる場合の集約
パターンの組合せを取り上げ、両者の特徴を考察
する。最後に、 5.では、埋立処分量の削減目標
レベルに応じながら、地域全体のごみ処理費用
(総費用)を最小にする集約パターンの組合せと、
その集約パターン内で選択すべき処理シナリオと
を決定するための最適化モデルを対象地域に適用
し、環境性と経済性の両者を考慮に入れた処理シ
ナリオの組合せ最適化に関する分析を試みる。
2. 多摩地域を対象としたごみ組成分析
ごみ処理計画において、ごみ質を把握すること
は最も基礎的な要件のーっとされる。ごみ質とは、
ごみの物理的或いは化学的性質の総称であり、通
常、三成分(可燃分、灰分、水分)、単位体積重
量(見かけ比重)、物理組成(種類別組成)、化学
組成(元素組成)及び低位発熱量等によりその性
質を表示する5)。ごみ質は、収集対象地域の特性
や分別方式によって大きく変化するため、処理施
設の設計等に際しては的確にこれを定めることが
重要となる。
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ごみ質に関する調査や分析の中で、物理組成
(種類別組成)については、収集運搬計画や中間
処理方式の選定を始め、資源化・再利用計画等を
検討する上で有用とされる。広域化計画を含む今
後の施設整備計画を考える場合、現時点でのごみ
質を実績データから把握すると同時に、計画目標
年次におけるごみ質(計画ごみ質)に対して変動
の幅を考慮して予測することが求められる。
ここで、平成10年度における多摩地域の発生ご
み量及び組成比率に関する実績データ6)を用い、
ごみの種類別組成[%](以下、「ごみ組成」と言
う)を市町村別に推定する。組成分析の対象とな
るごみは、行政が一般に扱う可燃ごみ、不燃ごみ、
資源ごみ(収集ごみ)、事業所から直接搬入され
る持込ごみに、市民団体や回収業者によって収集
される不用物(集団回収)を加えたものとし、本
論文ではこれを「発生ごみJと定めた。ただし、
粗大ごみ及び有害ごみについては、発生ごみ量全
体に占める割合が極めて小さいことから除外する。
対象となるごみの経年的な変化を明らかにするた
め、 1988年から1997年までの10年間の収集形態
別ごみ量の推移を図 1に示す。
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図1 収集形態別ごみ量の推移
各市町村でのごみ組成の区分は収集形態の相違
等によって異なるが、本論文で扱うごみ組成は、
次に示す分類によるものとした。すなわち、①紙
類、②厨芥類、③その他可燃物(草木・繊維等)、
④プラスチック類、⑤金属・ガラス類、⑥その他
不燃物(ゴム・皮革・土砂・陶磁器等)の計6項
目による分類に定めた。ごみ組成の表示として、
湿り基準と乾き基準の2種類が考えられるが、以
降では前者を用いることとした。なお、実際の推
定では、次のような換算計算を対象ごみ種別に
行っている。可燃ごみ及び不燃ごみに関して、乾
き基準で測定された組成比率データからごみ組成
別の重量(乾き基準)を算定した後、ごみ組成別
の含水率(紙類:0.3、厨芥類:0.7、その他可燃
物:0.2、プラスチック類:0.1、金属・ガラス類
及びその他不燃物:0) を用いて湿り基準での組
成別重量に換算した。一方、資源ごみ及び集団回
収については、各々の品目別内訳の実績データか
ら6項目に分類し、ごみ組成別重量を算定した。
品目の扱いは、資源ごみ並びに集団回収のいずれ
も、紙類及び紙パックを紙類とし、以下‘布類を
その他可燃物、ペットボトル及び発泡トレイをプ
ラスチック類、鉄類・アルミ類・リターナブルび
ん・ワンウェイびんを金属・ガラス類、その他資
源ごみをその他不燃物とした。
以上の算定方法により、多摩地域におけるごみ
組成(発生ごみ質)を市町村別に推定した結果が
表1に示されている。市町村聞に差異が見られる
ものの、多くでは、発生ごみ全体のおよそ4割を
紙類が占め、厨芥類、プラスチック類が続いて高
い割合を占めていることが確認できる。
他方で、焼却施設に搬入されるごみの組成(焼
却ごみ質)は、燃焼や排ガス処理等の各設備が備
えるべき技術的内容を大きく左右するものとなる。
そこで、上述のごみ種別のごみ組成推定結果を用
い、焼却処理施設へ搬入されるごみの種類別組成
[%]を推定することにした。ごみ種別の処理内訳
では、可燃ごみは大部分が焼却処理され、また不
燃ごみの一部も焼却処理されている。資源ごみ及
び集団回収については、それらの大部分が資源化
施設等で資源化される。これらの現状を踏まえ、
焼却施設へ実際に搬入されるごみ量を、可燃ごみ
と不燃ごみの一部とし、この搬入分に関するごみ
組成を焼却ごみ質として扱うこととした。なお、
不燃ごみの資源化率を処理内訳に関する実績デー
タから定め、その資源化分を差し引いた重量を不
燃ごみの搬入分とした。
焼却ごみ質と発生ごみ質との違いを明らかにす
るため、各市町村の値(湿り基準重量)を組成項
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表 1 発生ごみ質の市町村別推定値[湿り基準]
No. 市町村 紙類 厨芥類
八王子市 39.4% 31. 9% 
2 立川市 54.9% 19.3% 
3 武蔵野市 52.1% 18.7% 
2 三鷹市 42.6% 25.1% 
5 青梅市 47.1% 14.0% 
6 府中市 48.1% 17.3% 
7 昭島市 44.4% 27.4% 
8 調布市 52.3% 20.7% 
9 町田市 23.6% 49.9% 
10 小金井市 47.8% 22.2% 
11 小平市 48.5% 21. 9% 
12 日野市 35.5% 29.4% 
13 東村山市 47.5% 20.4% 
14 国分寺市 41. 9% 27.6% 
15 国立市 42.8% 28.0% 
16 回無市 39.2% 22.4% 
17 保谷市 41. 5% 21. 2% 
18 福生市 46.6% 14.3% 
19 狛江市 51. 5% 22.5% 
20 東大和市 46.5% 22.7% 
21 清瀬市 42.7% 20.4% 
22 東久留米市 40.0% 21. 5% 
23 武蔵村山市 47.3% 22.2% 
24 多摩市 34.6% 36.0% 
25 稲城市 50.1% 24.3% 
26 羽村市 49.5% 15.5% 
27 あきる野市 37.5% 24.4% 
28 瑞穂町 48.7% 14.5% 
29 日の出町 37.0% 22.3% 
30 槍原村 40.1% 22.9% 
31 奥多摩町 38.3% 33.6% 
平均 43.9% 23.7% 
口紙類図厨芥類 Bその他ロプラス 白金属・ Eその他
可燃物 チック類 ガラス類 不燃物
0% 25掘 50耳 75% 100% 
発生ごみ
焼却処理
図2 発生ごみ質と焼却ごみ賃の比較
目別に累計し、これを全体の重量に対する百分率
[%]として表示した結果を図2を示す。発生ごみ
質を基準に見ると、焼却ごみ質では紙類及び金
その他 プフス 金属・ その他
可燃物 チック類 ガラス類 不燃物
6.7% 12.9% 6.8% 2.2% 
6.5% 9.2% 8.1% 2.0% 
6.8% 12.0% 6.4% 3.9% 
6.5% 13.0% 8.9% 4.0% 
10.6% 18.3% 8.3% 1.6% 
9.9% 13.5% 7.3% 3.9% 
3.4% 11. 0% 8.9% 4.0% 
6.0% 10.1% 8.6% 2.3% 
8.3% 7.5% 8.4% 2.2% 
6.0% 10.6% 10.5% 2.9% 
5.6% 11. 5% 9.9% 2.6% 
8.2% 16.4% 7.7% 2.8% 
7.7% 14.8% 6.7% 2.9% 
6.9% 14.5% 7.1% 2.0% 
6.4% 15.2% 5.9% 1. 7% 
13.7% 14.0% 8.4% 2.2% 
13.1% 12.8% 9.5% 2.0% 
10.4% 15.5% 10.3% 3.0% 
3.8% 10.3% 7.7% 4.1% 
5.5% 12.2% 10.4% 2.7% 
12.9% 12.8% 9.1% 2.0% 
13.0% 13.8% 9.5% 2.2% 
5.7% 11. 7% 10.2% 2.8% 
7.3% 8.7% 6.6% 6.8% 
4.1% 10.9% 6.3% 4.4% 
11. 7% 15.8% 5.3% 2.2% 
7.5% 15.4% 10.4% 4.8% 
8.2% 16.6% 8.2% 3.7% 
7.3% 16.0% 12.6% 4.8% 
7.6% 13.1% 13.5% 2.8% 
2.7% 9.3% 12.2% 3.9% 
7.7% 12.9% 8.7% 3.1% 
属・ガラス類が全体に占める割合が減少している
が、ここで示されたごみ組成の差異は資源物回収
による効果の現われとして考えられる。
3. ごみ処理事業に関するコスト分析
(1)ランニングコスト分析
ごみ処理事業に関する費用は、各自治体が公表
している統計資料等に取りまとめられている。こ
の内、維持管理に関する費用(ランニングコス
ト)については、人件費、処理費、委託費といっ
た区分で整理されている。このため、収集・運搬
費として実際にいくらかかっているのかを把握す
市町村の部門別コスト推定結果表2
???????????????????
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?????
?????
?
??
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単位:千円
¥¥¥¥ 人件費 処理費 車両等購入費 委託費 組合分 合計
No. 市町村名 収集 処理 処分費 収集 処理 処分 収集 収集 処理 処理 処分 収集 処理 処分
1 八王子市 4，727，655 911，058 。 69，068 890，871 48，427 108，556 1，359，280 。440，840 659，695 6，264，559 2，242，769 708，122 
2 立川市 62，571 354，566 。 33，435 362，984 。 。636，557 636，557 。246，717 732，563 1，354，107 246，717 
3 武蔵野市 1，028，701 74，364 。 16，036 210，599 。 39，095 768，396 。662，515 183，836 1，852，228 947，478 183，836 
4 三鷹市 382，124 。 。 6，820 149，271 。 o 1 1，146，204 011，147，065 73，916 1，535， 148 1， 296， 336 73，916 
5 青梅市 262，649 36，228 。 10，949 56，079 。 23，142 1，063，152 。331，492 198，938 1，359，892 423，799 198，938 
6 府中市 447，009 97，176 。 91，790 118，753 。 6，352 591，573 591， 573 754，071 155，652 1，136，724 1，561，573 155，652 
7 昭島市 383，311 233，320 8，333 32，500 241，589 3，180 10，030 269，507 269，507 。136，910 695，348 744，416 148，423 
8 調布市 752，731 。 。 18，017 。 。 10，238 952，707 01 1，019，403 141，461 1，733，693 1，019，403 141，461 
9 町岡市 1，966，747 825，548 12，140 65，543 612，804 18，635 37，412 1，178，546 。 。242，878 3，248，248 1，438，352 273，653 
10 小金井市 799，457 75，421 。 17，295 41，925 。 。176，536 176，536 297，522 107，162 993，288 591，404 107，162 
11 小平市 312，689 。 。 3，694 9，622 。 。876，436 。827，393 211，764 1，192，819 837，015 211，764 
12 日野市 。423，187 。 。292，421 。 。935，035 。 。258，662 935，035 715，608 258，662 
13 東村山市 597，153 324，169 。390，485 261， 939 。 5，889 255，981 。 。196，037 1，249，508 586，108 196，037 
14 国分寺市 605，207 151，302 。 36，595 189，109 。 4，788 302，494 302，494 。164，326 949，084 642，905 164，326 
15 国立市 171，256 223，951 。 6，782 80，816 84 。385，320 。 。104，375 563，358 304，767 104，459 
16 回無市 403，635 。 。 自，639 。 。 100，107 102，938 。322，133 113，675 615，319 322，133 113，675 
17 保谷市 492，463 。 。 25，027 。 。 23，373 135，992 。409，220 136，313 676，855 409，220 136，313 
18 福生市 。 85，254 。 。 38，184 283 。208，271 208，271 161，269 71，811 208，271 492，978 72，094 
19 狛江市 127，437 。 。 746 21，686 。 。473，453 。236，992 78，949 601，636 258，678 78，949 
20 東大和市 115，275 。 。 669 5，780 。 3，091 345，565 。371，230 95，189 464，600 377，010 95，189 
21 清瀬市 232，166 。 。 7，460 。 。 3，569 218，988 。243，379 79，575 462，183 243，379 79，575 
22 東久留米市 476，090 。 。121，004 。 。 20，115 363，951 。427，820 139，953 981，160 427，820 139，953 
23 武蔵村山市 23，890 23，890 23，890 。 80，389 342 。327，249 。308，200 78，836 351，139 412，479 103，068 
24 多摩市 39，765 39，765 39，765 82，200 1， 157 。 。931，937 01 1，091，197 217，225 1，053，902 1，132，119 256，990 
25 稲城市 9，376 9，376 9，376 。 。 。 。341，454 。219，546 74，029 350，830 228，922 83，405 
26 羽村市 63，991 。 。 25，468 18，014 224 。332，389 。141，404 67，630 421，848 159，418 67，854 
27 あきる野市 17，692 17，692 17，692 501 。 。 。318，413 。360，170 128，576 336，606 377，862 146，268 
28 瑞穂町 9，487 9，487 。 。109，948 2，112 。 66，670 66，670 69，957 38，849 76，157 256，062 40，961 
29 日の出町 2，030 2，030 2，030 。 1，983 。 。104，866 。 67，304 23，016 106，896 71，317 25，046 
30 檎原村 。 。 。 。 。 。 。 36，458 。 11，972 3，780 36，458 11，972 3，780 
31 奥多摩町 。 40，743 20，372 929 16，848 2，113 3，675 28，137 28，137 。 。 32，741 85，728 22，485 
| 市町村計 14，512，557 3，958，527 133，598 1，071，652 3，812，771 75，400 399，432 15，234，455 2，279，745 9，922，094 4，429，736 31，218，096 19，973，137 4，638，734 
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るためには、人件費や委託費に対して収集とそれ
以外の部門との区別が必要となる。特定した部門
の費用データを個別に評価する場合、公表された
統計資料から直接的に把握できない状況にある。
そこで本論文では、各自治体のごみ処理事業費
に関する実情を評価するため、維持管理に要する
費用を①収集部門(ごみを処理施設まで収集・運
搬するための費用)、②処理部門(中間処理施設
でごみを処理するための費用)、③処分部門(最
終処分に要する費用)の3部門に配分されるもの
とし、統計資料に公表された費用データの編成に
ついて考えることにする。人件費や委託費といっ
た費用区分から各部門への配分については、以下
の手順によるものとする。
まず人件費は、廃棄物処理事業従事職員の人数
を基準に配分を行った。すなわち、廃棄物処理事
業従事職員の内、収集運搬、中間処理、最終処分
に携わる技能職員の人数比から、人件費を各部門
へそれぞれ配分した。技能職員がいない場合には、
人件費を3等分し各部門へ均等配分することとし
た。処理費については、統計資料上に区分されて
いる収集運搬費、中間処理費、処分費を各部門へ
の配分とし、車両等購入費は、収集に要する費用
と判断して収集部門へ全て配分した。委託費に関
して、各市町村の収集運搬、中間処理、最終処分
の委託或いは許可の有無を基準にして配分を行っ
た。実際には、最終処分の委託がほとんど見られ
ないため、ここでは委託費を収集部門及び処理部
門への配分を扱うこととした。収集運搬及び中間
処理を委託している場合、委託費を2等分して両
部門へ配分した。それ以外の場合には、中間処理
は当該市町村内で行っているものと判断し、委託
費を収集部門へ配分することとした。組合分では、
中間処理を目的とする事業組合と、広域的な最終
処分を目的とした処分組合の2種に大別される点
に留意して配分を行った。前者の組合の場合、組
合分は全て処理部門に相当するものとし、組合を
構成する各市町村の内訳は、当該組合が運営する
焼却処理施設及び資源化施設での処理量(搬入
量)の比を基準に割り当てることとした。一方、
後者に該当する組合分は、全てを処分部門に配分
し、最終処分場での処分量(搬入量)の比を基準
に組合を構成する各市町村へ割り当てた。以上の
配分方法により、表2に示す各市町村の部門別コ
ストが得られた。本論文では、ごみ処理の広域化
計画における地区統合・再編の効率性を財政的な
側面から評価するため、処理費及び収集費に関す
る部門別の推定値に着目し、費用関数の作成を以
下で試みる。
(2 )費用関数の作成
前節で推定された多摩地域における部門別コス
トの内、処理費及び収集費の費用関数を回帰分析
により作成する。各々の費用は、各市町村の面的
な広がりや、排出ごみ量等の影響を受けることが
推察される7)。このような費用項目の特性に着目
し、回帰モデルに用いる説明変数の設定を行うも
のとする。
処理費について、集約化による規模の経済性を
考慮に入れるため、処理量の指数回帰モデルを検
討し、次式の費用関数を得た。
YAik=25.29 X 10
3附 J95 ・・…… H ・H ・..…・(1)
ただし、 YAik及び院4ikfま、処理費[円/年]及び処理
量[トン/年]を意味する。なお、添え字の I及びk
は、地区及びその地区内で選択される処理シナリ
オ(後述)を表わし、処理方式の違いによる中間
処理施設での処理量の違いを考慮する。得られた
式の指数は0.95であり、図3に図示した処理費の
推定値と実績値の関係から、線形に近い回帰モデ
ルとなっていることがわかる。実績値と推定値の
自由度調整済み重相関係数rは0.92であり、 (1)
式の処理費に関する回帰モデルの適合度は高いと
言える。
3000 
? ?
????
_ 
1000 
凶
.2
・
1"1・
O~~ー。 150 200 100 
既4 [千トン]
50 
図3 処理費の推定結果
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一方、収集費では、収集量及び処理施設の位置
の影響を受けるものとし、両者の合成変数を説明
変数とする直線回帰モデルを検討した結果、次式
に示す費用関数を得た。
YBi=2.95 X 10
3(防官iXLBi) …..・H ・...・H ・.(2)
ここで、 YBi:収集費[円/年]、防司:収集量[トン/
年]、 LBi:処理施設までの最大距離[km]とする。
処理施設までの最大距離とは、ごみの搬入先であ
る処理施設から最も離れた地点までの直線距離で
ある。 (2)式により推定される収集費の推定値と実
績値の関係を図4に示す。なお、実績値と推定値
の自由度調整済み重相関係数rは0.91となった。
以上の回帰分析の結果、処理費及び収集費に関
する費用関数は良好な推定精度を有すると言える。
各モデルに採用した説明変数は、目的変数との関
係に十分な説明が付く変数であることから判断し、
統計資料に区分された費用を収集、処理、処分の
各部門に配分することにより推定した部門別コス
トが妥当であったと考える。
建設費に関する費用関数は、十分な実績データ
が得られなかったことを理由に、既往の研究成果
で示されたモデル式8)を適用することとした。本
論文で扱う処理シナリオは、中間処理施設で採用
する処理方式に「焼却処理 (k=l)Jのほか、新
技術として位置付けられる「灰溶融処理
(k=2) J及び「ガス化溶融処理 (k=3)Jを加え
た3方式を対象とする。耐周年数20年で償却した
場合の建設費を考え、その費用関数を(3)式に示
す。
YTik=CTikX Tik
O.7/20 …..・H ・...・H ・.…(3)
ここで、 YTik:建設費[円/年]、 CTik:設備形式別
の建設費係数[円/トン]、 Tik:施設規模[トン/年]
である。 (3)式では、施設の処理方式による建設
費の違いを考慮するものとし、処理量Tikを0.7乗
することにより、施設の処理規模に依存した関数
としている。
以上で得られた建設費、処理費及び収集費の費
用関数は、広域化に伴うごみ処理事業費を試算し、
地区集約の効率性を経済的な視点より分析する際
に活用することとする。
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図4 収集費の推定結果
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4. 地区集約化に伴う費用試算及びごみ
輸送効率に関する検討
(1)集約パターンの設定
ごみ処理の広域化に関する計画策定では、財政
的な効率性の観点から適切な施設規模の設定を検
討することが求められる。この適正規模の検討で
は、対象地域内にある様々な処理地区をどのよう
に統合・再編し、またその集約化される区域をど
の程度の規模に設定するのが望ましいのかを決定
する。地区の連携により形成される組合せ(以下、
「集約パターン」と言う)の設定には、地域的な
つながりをクラスター分析を用いて数量化し、階
層的に地区のまとまりを形成していく方法等があ
るへ本論文では、ごみ排出量の多い大規模地区
を集約化の中核(以下、「コア地区Jと言う)と
位置付け、その周辺に点在する中・小規模地区を
集約化させる策を「コア集約戦略」と定義する。
具体的には、表3に示す手順により複数の集約パ
ターンを体系的に設定した。
以降の分析では、地区集約の効率性について検
討するモデル地域として、多摩地域において人口
が多く、面積の小さい自治体が密集する東部地域
を対象にすることとした。モデル地域の総面積は
およそ280km2であり、総人口は約220万人程度の
規模を有する。 AからKまでの市及び広域事業組
合から成る11の処理地区(以下、「地区Jと言
う)で構成され、現行のごみ処理システムは各々
の地区単位で個別的に処理されている。モデル地
域に属する各地区の基本統計量として、人口、面
積及びごみ量を表4に示す。モデル地域に対して
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コア集約戦略を適用した場合、設定されるコア地
区は表5に示す結果となり、それらの下で考え得
る集約パターンの組合せは合計158通りに及んだ。
これらの集約パターンを対象に、建設費、処理費
及び収集費を各々の費用関数より試算し、モデル
地域での集約効率を経済的な視点より分析するこ
とを次節で考える。
表3 コア集約戦略の手順
地区統合・再編の中核となる特定の地区を「コ
1 ア地区」と定義し、このコア地区に他の地区を
集約する。
コア地区の設定数は、現状の処理施設への搬入
2 
量の多い地区から段階的に変化させ、設定した
コア地区と他の地区の組合せを「集約バター
ン」とする。
コア地区単独による処理体制を可能とした上
3 
で、コア地区に該当しない地区は必ずコア地区
を含むある 1つの集約パターンに統合・再編さ
れるものとする。
ただし、 1つの集約パターン内に2つ以上のコ
4 
ア地区を含むこと、並びにコア地区に該当しな
い地区間土が連携し、 1つの独立した集約パ
ター ンを形成することは認めなし、。
5 
コア地区の対象となる地区は、処理規模が
100[トン/日]以上に相当する地区とする。
統合・再編後に建設される新たな処理施設の立
6 地場所は、一律各集約パターンの図心に設置さ
れるものとする。
表4 モデル地域の基本統計量
ごみ量(千トン/年)
対象 人口 面積 可燃ごみ 不燃ごみ
地区 (万人)(同12)
紙類 厨芥類
そt他 プラス 金属・ その他 合計
可燃物 チァク類 ガラス類 不燃物
A 10.4 11. 5 10. 7 10.4 2.2 4. 7 0.5 O. 7 29 
B 6. 7 8.2 6.0 6.8 1.3 3. 1 0.2 0.4 18 
C 15.9 24.4 26.3 12.8 3. 7 5.4 1.8 1.2 51 
D 10.6 17.3 16.0 11. 2 1.3 3.6 1.5 1.5 35 
E 13.7 17.2 14.9 9.8 3.1 5.9 0.8 1.2 36 
F 31. 2 49.4 32. 7 22.3 3.2 10.0 4.5 2.5 75 
G 35.6 39.0 30.2 23.1 13. 7 13.0 3. 7 2.0 86 
H 13. 1 10.7 21. 0 10.3 3.7 5.9 0.9 2.0 44 
1 116.2 16.5 17. 1 14.6 3.4 6.6 1.7 2.3 46 
J 51. 7 62.2 62.0 36.0 12.0 18.3 5.0 5.0 138 
K 13.7 24.4 17.4 10.9 1.5 4.2 1.2 2.0 37 
合計 219 281 254 168 49 81 22 21 595 
表5 コア地区の設定内容
¥¥¥ 
コア地区の設定数
(組合せ数)
対象地区 2 3 4 5 6 (24) (36) (42) (42) (14) 
A 
B 
C • • • D E 
F 
• • • • G • • • • • H • I • • J • • • • • K 注)・印は、コア地区に該当する地区を意味する。
(2)コア地区設定数別の費用試算の結果
前節で定めた集約パターンに関して、建設費、
処理費及び収集費を費用関数より試算し、コア地
区の設定数別に平均値及び変動係数を算出した結
果を表6に示す。なお、ここでの試算は、中間処
理施設での処理形式を焼却処理とした計算条件の
下で行われたものとする。
表6 コア地区設定数別の費用試算
単位億円/年
|台 コア地区 2 3 4 5 6 の設定数
建設費 平均値 28.0 31. 5 34. 3 36.5 38.3 変動係数 (1. 6幅) (1. 5幅) (0.8出) (0.9出) (0.3同)
処理費 平均値 64.0 65.3 66.2 66.9 67.4 変動係数 (0.3出) (0.3目) (0.2出) (0.2幅) (0.1略)
収集費 平均値 92.5 82.0 73. 5 71.3 72.2 変動係数 (6.6判) (J 1. 4'出) (7.9出) (7.8国) (6.5出)
合計 184.5 178.7 174.0 174.7 177.8 
建設費及び処理費では、コア地区の設定数を少
なくした場合、費用の平均値がいずれも逓減する
傾向が見られる。これは、地区の集約度を高める
と、規模の経済性が現われるため、費用が安価に
なる結果が得られることを意味している。また、
試算結果のばらつきを示す変動係数は、収集費の
それに比べて小さいことから、設定した集約パ
ターンの組合せに関係無く、建設費及び処理費は
コア地区の設定数毎にほぼ限定的な値になること
がわかる。一方、収集費では、コア地区の設定数
が多くなるに従い費用の平均値が減少しており、
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建設費及び処理費とは反対に、地区の集約度を高
めると費用が増加する関係が示されている。収集
費の変動係数では、建設費及び処理費と比べて相
対的に大きな値となっており、地区集約の設定の
違いが収集費の取り得る値に大きく影響すること
<better> 
がわかる。なお、各費目の平均値を合計した値を
見ると、全体のごみ処理費用を安価にする集約パ 図5(a) コア地区の設定数 :2地区
ターンがコア地区の設定数が4地区の場合に多
く存在することが考えられる。以上より、ごみ処
理の広域化において地区集約を決定する際には、
ごみ輸送効率に対して十分な配慮が必要となるこ
とが示唆された。
< better > 
( 3)ごみ輸送の経済的な効率性に関する分析
ごみ処理の広域化に関する効率性を経済的な視 図5(b) コア地区の設定数 3地区
点で評価する場合、地区の組合せによって最も大
きな影響を受けることが推察される収集部門に着
目し、収集費の最も安価となる場合(記号:better) 
と、最も高価となる場合(記号:worse)をコア地
区の設定数別に取り上げ、各々の集約パターンに
関する特徴を考察することにする。
図5に各々の集約パターンを示す。コア地区の <worse> 
設定数別に betterとworseを比較すると、収集 図5(c) コア地区の設定数 4地区
費が安価となる betterで他の地区と連携してい
たコア地区が、収集費が高価となるworseでは、
コア地区単独による処理体制となっていることが
わかる。例えば、コア地区の設定数が2地区の場
合、コア地区Gに着目すると、 betterの場合では
Aから Fまでの6地区と共に一つの集約バター
ンを形成しているのに対し、 worseの場合ではコ
ア地区Gの単独処理となっている。異なるコア
地区の設定数の場合においても、コア地区Fに 図5(d) コア地区の設定数 5地区
着目すると同様の傾向が見られ、コア地区間での
集約化に偏りが存在している。さらに、コア地区
の設定数が2及び3地区のworseを見ると、コア
地区Jの形成する集約パターンが、処理施設まで
の最大距離を極端に延伸させるような地区集約と
なっており、こうした特異的な面的広がりが収集
費を一層高めることになった原因の一つに挙げら <better> にン <worse> 
れる。コア地区単独での処理体制により、あるー
つの集約パターンでの収集量及び面積(以下、「収
図5(e) コア地区の設定数 6地区
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集負担」と言う)を過度に高め、結果として地
域全体でのごみの収集効率を低下させることが推
察できる。規模の経済性が働く建設費及び処理費
では、一つの施設での一括・多量処理が有利とな
るが、ごみ輸送の効率化を考慮した場合には、収
集負担が適度に均等配分される集約パターンの設
定が望ましいと言える。なお、収集費が安価と
なったコア地区設定数別の各集約パターン(記
号:better)は、収集費に建設費及び処理費を加
えた総計(以下、「総費用」と言う)を基準に評
価した場合でのそれぞれの最も安価な集約パター
ンと一致する。これは、集約パターンの設定が収
集費の結果のみならず、全体の総費用とも大きく
関連することを意味している。
以上のごみ輸送に着目した分析より、ごみの収
集効率を高めるためには、収集負担が均等になる
集約パターンの設定が望ましいことが示された。
また、総費用を最小化する目的を考えた場合にも、
ごみの収集効率がその結果に対して重要な影響を
及ぼすことが確認された。ごみの収集負担を地域
全体で均等に負担することは、経済的な観点から
だけではなく、地域問の公平性という点から考え
ても望ましいものと判断される。
5.環境性を考慮した処理シナリオの最適化
(1)高度処理技術による埋立処分量の削減
ごみ処理の広域化計画に関して、経済的な側面
から地区集約の効率性について考え、ごみ輸送に
焦点を当てた分析を行った。しかし、実際の広域
化を図る際には、経済的な観点による要件に加え、
排出ガスや焼却残誼がもたらす環境負荷の低減や、
資源物回収を考慮した適正な処理体制の構築と
いった、環境性への配慮も同時に求められること
は言うまでもない。こうした環境性への取り組み
として、より高度な処理技術を導入することが必
要となるが、他方では新たな費用負担を招き兼ね
ず、経済性とのトレードオフの関係を生じる。こ
そのレベルに応じて環境性と経済性とをバランス
良く両立させることが必要とされる。
本論文では、環境性の一つの評価指標として埋
立処分量を掲げ、この埋立処分量を削減するため
に求められる高度処理技術をいかに選択すべきか
について考えることにする。これまでに筆者らは、
対象となる地域全体でのごみ処理費用(総費用)
を最小にする目的の下で、埋立処分量の削減目標
レベルに応じながら、隣接する地区の連携化によ
る集約パターン内で選択すべき処理シナリオを決
定する最適モデルを考案している10)。このモデル
は、整数計画法により定式化されたもので、経済
性を総費用の最小化という観点で扱う一方、環境
性への評価として埋立処分量の削減に着目し、設
定する処理シナリオによる組合せ的条件下で地域
全体の最適化を図ろうとするものである。以下に、
最適化モデルを示す。
Minimize c= LL(Y1;k +YAk +v，弓)XYik…(4)
i k 
Subject toエZik.Yik 7'o， d … H ・H ・-… H ・H ・.(5)
k 
LLYik=l ............・ (6)
iEOJ k 
and Yik E{O， l} ・・…...・ H ・..・ H ・・…・・・(7)
ここに、 c:総費用[円/年]とし、 YTi0 YAi，ゎ YBi
及びZik:集約パターン iで処理シナリオkが選択
された場合の建設費、処理費、収集費[円/年]、
及び発生する埋立処分量[トン/年]をそれぞれ表
わす。また、 d:埋立処分量の削減目標レベルに
より設定される計画目標処分量[トン/年]であり、
Y政:集約パターン iでシナリオkが選択される場
合をし選択しない場合を Oとする 0-1変数を
表わす。なお、論理的制約条件である(6)式のω
は地区jが属する集約パターン iの集合を意味す
る。同式は、全ての地区jは必ずーっの集約パ
ターン i(単独処理する場合も含む)に属し、か
つ、設定される複数の処理シナリオkの中から一
つだけ選択されることを表現している。
のため、ごみ処理計画の策定では、どのくらい環 (2 )処理シナリオ及び埋立処分量の算定方法
境性を重視するのか(或いは、どのくらい費用負 本論文で対象とする処理技術方式及び処理形態
担を認めるのか)といった目標達成レベルを定め、 の組合せ(以下、「処理シナリオ」と言う)は、
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表 7 に示す 3 種類 Ck =1~3) とした。ここに
定めた処理シナリオが、埋立処分量の削減目標レ
ベルに応じ、地区の連携化により形成された各々
の集約パターンにおいて選択的に採用されること
を考える。なお、ここでの可燃ごみとは、本論文
で扱うごみ組成の内、紙類、厨芥類、その他可燃
物に相当し、不燃ごみはプラスチック類、金属・
ガラス類及びその他不燃物として定めることとし
た。シナリオ1は、可燃ごみを焼却処理し、その
残溢と不燃ごみを埋立処分する。シナリオ2では、
可燃ごみを焼却処理し、減容化が施された残誼の
溶融スラグと不燃ごみを埋立処分する。ただし、
プラスチック類の資源回収を考慮に入れ、処理施
設内においてその一部を資源化することが想定さ
れている。シナリオ3では、可燃ごみ及びプラス
チック類を焼却処理し、減容化による残漬の溶融
スラグと、プラスチック類を除く不燃ごみを埋立
処分する。
なお、焼却残誼量及び溶融スラグ量は、焼却ご
み量、集塵灰比率並びに焼却灰比率等に依存する
推定式がにより算定することとした。以下に、各
集約パターン Iでシナリオkが選択される場合の
埋立処分量Zikを算出する(8)式を示す。
k=l : 
Zil ={lVXiXaik/(1・b1)}+ WYi+ WZi 
k=2 : 
Zi2 =0却 X{lVXiXaik/(1-b1)}+0.86X防うう+WZi
k=3 : 
Zi3 =0.95X{(防空i+WYi)Xaik/(lみl)}+WZi
・(8)
ここに、 Z此集約パターン iで処理シナリオkが
選択された場合の処理施設で発生する埋立処分量
[トン/年]、 lVXi:集約パターン iの可燃ごみ量[ト
ン/年]、 WYi:集約パターンiのプラスチック類の
ごみ量[トン/年]、 WZi:集約パターン iのプラス
チック類以外の不燃ごみ量[トン/年]、 αik'ごみの
灰分比率、 b1:強熱減量 (T<200[トン/日]の時
O.旬、 T孟200[トン/日]の時0.03)である。
同一の集約パターン内での埋立処分量を考えた
場合、最も処分量を削減し得るのはシナリオ3の
ガス化溶融処理を採用した時であり、逆にシナリ
オ1の焼却処理を採用した時が最も処分量が多く
発生することになる。本論文では、最適シナリオ
の組合せを考察する上での削減目標レベルについ
て、埋立処分量が最も多く発生する場合から、最
も削減し得る場合までの範囲の中で検討すること
を考えた。総費用の最小化が前提となることから、
最も収集費及び総費用が安価となる時の集約パ
ターンの組合せ(コア地区の設定数が4地区の
better)を基準に、全ての集約パターンで焼却処
理が採用された場合の埋立処分量と、同パターン
でガス化溶融処理が採用された場合の処分量を上
述の(8)式より事前に定め、両者の範囲内で段階
的に計画目標処分量dを与えるものとした。
表7 処理シナリオ
シナリオ 中間処理施設の形式 最終処分の内容
(k) 処理方法 受入ごみ種 残澄処理 直接埋立物
1 焼却処理 可燃ごみ なし 不燃ごみ|
減量・
2 灰溶融 可燃ごみ 減容化 (プラスチック類
の一部資源化JI 
可燃ごみ 減量・ 不燃ごみ
3 ガス伽轍 プラスチック類 減容化 同チック類|
除く)
(3 )削減目標レベル別の最適シナリオ結果
最適化モデルを埋立処分量の削減目標レベル別
に適用した結果、表8に示す処理シナリオの組合
せが得られた。なお、最適解として選択された集
約パターンiの組合せは、先のごみ輸送効率に着
目した分析で示したコア地区の設定数が4地区の
betterと同一の集約パターンとなった。
処理シナリオの組合せ結果を見ると、削減目標
レベルに応じて各々の集約パターンでの選択結果
が変化していることがわかる。全体的な傾向とし
て、焼却処理から灰溶融処理、さらにはガス化溶
融処理といった新技術を削減目標レベルに応じて
導入し、埋立処分量をより削減し得る処理シナリ
オが段階的に選択される結果が示された。一方、
局所的に見ると、 i=2の一部において、ガス化
溶融処理から灰溶融処理へ逆行する処理シナリオ
を選択する結果が示されている。これは、削減目
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標レベルの向上要求に対応するため、別の集約パ
ターン i= 1及び4において、より高度な処理シ
ナリオが各々選択されている点から、ごみ処理費
用の最小化を満足しながら、全体として各集約パ
ターンで選択すべき処理シナリオの最適化が図ら
れた結果と言える。
なお、埋立処分量の削減目標レベル別のごみ処
理費用では、埋立処分量の削減を強く望む程、建
設費及び処理費が線形的に増加する傾向があり、
削減目標レベルとごみ処理費用のトレードオフ関
係が定量的に示された。ただし、収集費について
は、全ての目標レベルにおいて同一の集約パター
ンを選択するため、設定された目標レベルに関係
無く、これらは一定の値となる。今回の対象事例
では、最も埋立処分量を削減し得るレベルを想定
した場合、最も多くの埋立処分量を発生する場合
の重量ベースで約 5割の削減率を達成するが、
総費用で 1割強の増額(19億円程度)が必要になる
ことがわかった。
表8 削減目標レベル別の最適シナリオ組合せ
選択された 埋立処分量の削減目標レベル
集約パターン fi;い ‘ 歩高いの組合せ 。% 25% 50% 75% 100% 
1 IA， B， E，F 焼却 焼却 灰溶融 灰溶融 ガス化
2 C，D 焼却 ガス化 灰溶融 ガス化 ガス化
3 G，H 焼却 灰溶融 灰溶融 ガス化 ガス化|
4 I，J， K 焼却 灰溶融 ガス化 ガス化 ガス化
6酬おわりに
本論文では、東京都多摩地域を対象とした事例
研究を試み、ごみ処理の広域化におけるごみ輸送
効率、並びに処理シナリオの組合せに着目した最
適化分析を試みた。以下に、本論文の主要な成果
をまとめる。
1)多摩地域における実績データを用い、市町村
別にごみ組成の推定を行った。市町村聞にご
み組成の差異が見られる等の地域特性を把握
する一方、焼却処理施設に搬入されるごみの
組成(焼却ごみ質)に関する検討も行った。
ここでの結果は、以降で取り上げる焼却残撞
量及び溶融スラグ量の算定に活用された。
2)人件費や委託費といった区分で統計資料に公
表された費用データを編成し、維持管理に要
する費用を収集、処理、処分の3部門に配分
した。この部門別コストを用い、処理費及び
収集費に関する費用関数を作成した。さらに、
既往の研究成果によるモデル式から作成した
建設費の費用関数を加え、広域化に伴うごみ
処理事業費の試算を可能にした。
3)広域化における地区の統合・再編の方策とし
て「コア集約戦略」を考案し、地区の連携に
よって形成される組合せ(集約パターン)の
設定を体系的に行った。このコア集約戦略を
モデル地域に対して適用した結果、得られた
集約パターンの組合せは合計158通りとなり、
これらの集約効率性を以降で分析することと
した。
4)設定した集約パターンを対象に、建設費、処
理費及び収集費を費用関数より試算した結果、
収集費は地区の集約度を高めると増加し、建
設費及び処理費に比べて地区集約の設定の違
いによって大きく変動することがわかった。
5) ごみ輸送の経済的な効率性について分析する
ため、収集費の最も安価となる場合と最も高
価となる場合の集約パターンを取り上げ、両
者を比較した。ごみの収集効率を高めるには、
収集負担(収集量及び面積)を地域全体で均
等に負担する集約パターンの組合せが望まし
いことを示した。
6)経済的な効率性に加え、環境性を考慮した広
域化計画を検討するため、埋立処分量の削減
目標レベルに応じながら、総費用を最小化に
する最適化モデルを適用した。対象地域での
処理シナリオの組合せ最適化に関する分析を
試みた結果、より高度な処理技術が削減目標
レベルに応じて段階的に採用される結果が示
された。
今回の事例研究では、ごみ処理の広域化に関し
て、財政的な効率性の観点から地区集約化に伴う
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ごみ輸送を取り上げると同時に、埋立処分量の削
減を目標レベル別に設定することで環境性につい
ても考慮し、地域全体の最適化を図るための分析
を行った。本論文で得られた成果は、今後のごみ
処理及びリサイクル計画における最適化問題に対
して一つの有用な情報を提供するものと考える。
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百lepurpose of由ispaper is to consider about the waste collection e伍ciencyfor白earea-wide 
planning of municipal solid waste， and analyze the most suitable combination of waste treatment 
scenarios at each of the integrated areas. We made吐lecost functions to examine the e伍ciencycaused by 
the regional waste仕eatment企oma tinancial perspective.百lIspaper proposed a way of establishing 
boundaries of planning area to integrate several dis仕ictsinto a core area. Under the various boundaries 
we set up (158 c拙es)，we made a仕切1calculation of the construction， treatment and collection costs 
respectively. The result revealed that there was the wide range of the col1ection cost， and it was a茸ected
by the combination of integrated areas. Furthermore， focusing on the collection efficiency， we described 
the contrast between th巴economicalcases and the uneconomical cases. It was suggested that equalizing 
the collection load， which included the amount of collection waste and the size of collection area， 
improved the total e伍ciencyof waste collection. We applied an optimal model to decide the most 
economical boundary of planning area and the best combination of waste仕切加lentscenarios. In this 
paper， inorder to take not only economical efficiency but also environmental load into consideration in 
the area-wide仕切tment，we could minimize the total cost under the conditions of the reduction revels of 
the amount of landfill disposal. 
